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○富士見市日常生活用具給付等事業実施要綱 

平成１８年９月２９日 

告示第２２３号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条第１項第６号の規定

に基づき、日常生活上の便宜を図るための用具（以下「日常生活用具」という。）

の給付又は貸与（以下「給付等」という。）を行う事業（以下「日常生活用具給付

等事業」という。）の実施について、必要な事項を定めるものとする。 

（平２５告示１０３・平２７告示９５・一部改正） 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、特別の定めのある場合を除くほか、法に

おいて使用する用語の例による。 

（平２７告示９５・令５告示２７８・一部改正） 

（実施方法） 

第３条 日常生活用具給付等事業において行うサービスは、次のとおりとする。 

(１) 日常生活用具の購入に要した費用の全部又は一部を支給すること。 

(２) 日常生活用具を貸与すること。 

（給付等の対象とする日常生活用具） 

第４条 給付の対象とする日常生活用具は、別表の用具名の欄に掲げるとおりとする。 

２ 貸与の対象とする日常生活用具は、福祉電話及びファクシミリ装置とする。 

（給付等の対象者） 

第５条 日常生活用具の給付を受けることのできる者は、別表の対象者の欄に掲げる

者のうち、本市に居住地を有する障害者等（法第１９条第３項の規定により本市以

外の市町村が支給決定をしている者を除く。）又は同項の規定により本市が支給決

定をした本市以外に居住地を有する障害者であって、日常生活用具の給付が必要で

あると市長が認めるものとする。 

２ 日常生活用具の貸与を受けることのできる者は、前項に定める対象者に該当する

者であって、市町村民税非課税世帯に属するものとする。 
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（令５告示２７８・一部改正） 

（給付の額） 

第６条 第３条第１号の規定に基づき支給する額は、別表の基準額の欄に掲げる額を

限度として、日常生活用具の購入に要した費用の１００分の９０に相当する額とす

る。ただし、当該基準額の１００分の１０に相当する額が日常生活用具の給付の決

定を受けた者（以下「給付決定者」という。）の家計に与える影響その他の事情を

しん酌して別に定める額を超えるときは、１００分の１００に相当する額以下の範

囲内において別に定める額とする。 

（平２７告示９５・一部改正） 

（給付等の申請等） 

第７条 日常生活用具の給付等を受けようとする障害者等又はその保護者は、日常生

活用具給付等申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の場合においては、当該申請の内容を証する書類を添付しなければならない。

ただし、市長は、当該書類により証明すべき事実を公簿等によって確認することが

できるときは、当該書類の添付を省略させることができる。 

３ 市長は、第１項の規定による申請書の提出があったときは、日常生活用具の給付

等の要否を決定し、日常生活用具給付等決定・却下通知書（様式第２号）を当該日

常生活用具給付等申請書の提出をした者に通知するものとする。この場合において、

給付決定者については、日常生活用具給付券（様式第３号）を交付するものとする。 

４ 日常生活用具給付券の交付を受けた者は、給付の決定を受けた日常生活用具の購

入をするときは、当該給付券を当該給付の決定に係る用具業者（以下「給付決定用

具業者」という。）に提出しなければならない。 

（平２７告示９５・令５告示２７８・一部改正） 

（給付の特例） 

第８条 市は、給付決定者の申出等に基づき、当該給付決定者に給付すべき額の限度

において、当該給付決定者に代わり、給付決定用具業者に支払うことができる。 

２ 前項の規定により支払をしたときは、給付決定者に対し、日常生活用具の給付が

あったものとみなす。 

（平２７告示９５・一部改正） 
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（同一の用途の日常生活用具の給付） 

第９条 市は、給付決定者に対し、既に支給した日常生活用具と同一の用途の日常生

活用具（別表の耐用年数の欄に掲げる期間の経過後に申請する場合その他市長がや

むを得ない事由があると認める場合のものを除く。）を給付しないものとする。 

（平２７告示９５・一部改正） 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、日常生活用具給付等事業の実施に関し必要

な事項は、別に定める。 

（平２７告示９５・一部改正） 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１８年１０月１日から施行する。 

（富士見市重度身体障害者日常生活用具給付等事業実施要綱等の廃止） 

２ 次に掲げる告示は、廃止する。 

(１) 富士見市重度身体障害者日常生活用具給付等事業実施要綱（平成１３年告示

第７号） 

(２) 富士見市重度身体障害者住宅改修費等給付事業実施要綱（平成１３年告示第

８号） 

(３) 富士見市重度障害児・者日常生活用具給付等事業実施要綱（平成１３年告示

第９号） 

(４) 富士見市重度障害児・者住宅改修費等給付事業実施要綱（平成１３年告示第

１０号） 

附 則（平成２５年３月２９日告示第１０３号） 

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月３０日告示第９５号） 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３１日告示第１６１号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月３１日告示第１１９号） 
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（施行期日） 

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、第１条の規定による改正前の富士見市公共下水道区域外流

入事務取扱要綱、第２条の規定による改正前の富士見市家庭保育室事業実施要綱、

第３条の規定による改正前の富士見市小規模住戸形式集合住宅に関する指導要綱、

第４条の規定による改正前の富士見市ホームヘルプサービス事業運営要綱、第５条

の規定による改正前の私道に対する公共下水道整備事務取扱要綱、第６条の規定に

よる改正前の富士見市重度視覚障害者ガイドヘルパー派遣事業実施要綱、第７条の

規定による改正前の富士見市埋蔵文化財緊急発掘調査指導要綱、第８条の規定によ

る改正前の富士見市障害児・者生活サポート事業実施要綱、第９条の規定による改

正前の富士見市就学援助費支給要綱、第１０条の規定による改正前の富士見市日常

生活用具給付等事業実施要綱、第１１条の規定による改正前の富士見市小児慢性特

定疾患児日常生活用具給付事業実施要綱、第１２条の規定による改正前の富士見市

家庭保育室保護者負担軽減費支給要綱、第１３条の規定による改正前の富士見市一

時預かり事業実施要綱、第１４条の規定による改正前の富士見市訪問入浴サービス

事業実施要綱、第１５条の規定による改正前の富士見市の契約に係る入札参加停止

等の措置要綱、第１６条の規定による改正前の富士見市福祉用具購入費及び住宅改

修費受領委任払実施要綱、第１７条の規定による改正前の富士見市建設工事共同企

業体取扱要綱、第１８条の規定による改正前の富士見市地域まちづくり協議会活動

支援補助金交付要綱、第１９条の規定による改正前の富士見市国民健康保険税減免

取扱要綱、第２０条の規定による改正前の富士見市病児・病後児保育事業実施要綱、

第２１条の規定による改正前の富士見市難聴児補聴器購入費助成事業実施要綱、第

２２条の規定による改正前の富士見市骨髄移植ドナー助成事業補助金交付要綱、第

２３条の規定による改正前の富士見市地域まちづくり協議会事業助成金交付要綱、

第２４条の規定による改正前の富士見市国民健康保険一部負担金の減免及び徴収猶

予に関する取扱要綱、第２５条の規定による改正前の富士見市立保育所時間外保育

事業実施要綱、第２６条の規定による改正前の富士見市防災連絡会活動支援事業補

助金交付要綱、第２７条の規定による改正前の富士見市小規模保育改修費等支援事



 

5/26 

業補助金交付要綱、第２８条の規定による改正前の富士見市特別支援教育就学奨励

費支給要綱、第２９条の規定による改正前の富士見市定期巡回・随時対応サービス

開始準備支援事業補助金交付要綱、第３０条の規定による改正前の富士見市地域密

着型サービス等整備助成事業費等補助金交付要綱、第３１条の規定による改正前の

富士見市自主防災組織育成補助金交付要綱、第３２条の規定による改正前の富士見

市環境施策推進市民会議補助金交付要綱、第３３条の規定による改正前の社会福祉

法人富士見市社会福祉協議会補助金交付要綱、第３４条の規定による改正前の富士

見市養育支援訪問事業実施要綱、第３５条の規定による改正前の川越地区保護司会

富士見支部補助金交付要綱、第３６条の規定による改正前富士見市民生委員児童委

員協議会連合会補助金交付要綱、第３７条の規定による改正前の富士見市町会長連

合会補助金交付要綱、第３８条の規定による改正前の富士見市コミュニティ協議会

補助金交付要綱、第３９条の規定による改正前の富士見ふるさと祭り開催事業補助

金交付要綱、第４０条の規定による改正前の富士見市地域活性化研究会補助金交付

要綱、第４１条の規定による改正前の富士見市交通安全啓発推進事業補助金交付要

綱、第４２条の規定による改正前の富士見市内循環バス運行事業補助金交付要綱、

第４３条の規定による改正前の富士見市ノンステップバス導入促進事業補助金交付

要綱、第４４条の規定による改正前の富士見市既存住宅耐震診断補助金交付要綱、

第４５条の規定による改正前の富士見市既存住宅耐震改修工事補助金交付要綱、第

４６条の規定による改正前の富士見市生け垣設置奨励事業補助金交付要綱、第４７

条の規定による改正前の富士見市食生活改善推進員協議会補助金交付要綱、第４８

条の規定による改正前の富士見市高等職業訓練促進給付金等支給要綱、第４９条の

規定による改正前の富士見市地産地消推進事業補助金交付要綱、第５０条の規定に

よる改正前の富士見市農業振興事業補助金交付要綱、第５１条の規定による改正前

のふじみ産業元気づくり事業補助金交付要綱、第５２条の規定による改正前の富士

見市商店街空き店舗出店支援事業補助金交付要綱、第５３条の規定による改正前の

富士見市経営所得安定対策等推進事業補助金交付要綱、第５４条の規定による改正

前の富士見市農業用揚水施設電気料金補助金交付要綱、第５５条の規定による改正

前の富士見市農業用小用排水路工事等補助金交付要綱、第５６条の規定による改正

前の富士見市住宅改修工事補助金交付要綱、第５７条の規定による改正前の富士見
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市商工会事業補助金交付要綱、第５８条の規定による改正前の富士見市国際交流事

業補助金交付要綱、第５９条の規定による改正前の婦人会活動補助金交付要綱、第

６０条の規定による改正前の富士見市母子保健推進員連絡協議会補助金交付要綱、

第６１条の規定による改正前の富士見市歯科医師会補助金交付要綱、第６２条の規

定による改正前の富士見医師会補助金交付要綱、第６３条の規定による改正前の一

般社団法人東入間医師会補助金交付要綱、第６４条の規定による改正前の富士見市

移動支援事業補助金交付要綱、第６５条の規定による改正前の富士見市日中一時支

援事業補助金交付要綱、第６６条の規定による改正前の社会福祉法人入間東部福祉

会補助金交付要綱、第６７条の規定による改正前の社会福祉法人ゆいの里福祉会補

助金交付要綱、第６８条の規定による改正前の富士見市障害児・者生活サポート事

業補助金交付要綱、第６９条の規定による改正前の富士見市地域活動支援センター

機能強化事業補助金交付要綱、第７０条の規定による改正前の富士見市障害者等福

祉団体補助金交付要綱、第７１条の規定による改正前の富士見市精神障害者支援事

業補助金交付要綱、第７２条の規定による改正前の水子貝塚星空シアター開催事業

補助金交付要綱、第７３条の規定による改正前の難波田城公園活用推進協議会補助

金交付要綱、第７４条の規定による改正前の富士見市委託外予防接種補助金交付要

綱、第７５条の規定による改正前の富士見市統計調査員候補者登録制度要綱、第７

６条の規定による改正前の富士見市子どもフェスティバル開催事業補助金交付要綱、

第７７条の規定による改正前の富士見市訪問入浴サービス事業補助金交付要綱、第

７８条の規定による改正前の富士見市子ども会育成会等補助金交付要綱、第７９条

の規定による改正前の富士見市青少年育成市民会議補助金交付要綱、第８０条の規

定による改正前の富士見市青少年育成推進員の会補助金交付要綱、第８１条の規定

による改正前の富士見市青少年相談員協議会補助金交付要綱、第８２条の規定によ

る改正前の富士見市国民健康保険組合補助金交付要綱、第８３条の規定による改正

前のふじみ福祉フォーラム２１開催事業補助金交付要綱、第８４条の規定による改

正前の富士見市子どもスポーツ大学ふじみ開催事業補助金交付要綱、第８５条の規

定による改正前の富士見市民健康増進スポーツ大会開催事業補助金交付要綱、第８

６条の規定による改正前の富士見市スポーツフェスティバル開催事業補助金交付要

綱、第８７条の規定による改正前の富士見市スポーツ協会補助金交付要綱、第８８
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条の規定による改正前の富士見市地区体育祭開催事業補助金交付要綱、第８９条の

規定による改正前の富士見市スポーツ推進委員連絡協議会補助金交付要綱、第９０

条の規定による改正前のふじみヘルシーウォーク大会開催事業補助金交付要綱、第

９１条の規定による改正前の富士見市文化財保存事業補助金交付要綱、第９２条の

規定による改正前の富士見市立学校開校記念事業補助金交付要綱、第９３条の規定

による改正前の富士見市教育研究会等補助金交付要綱、第９４条の規定による改正

前の富士見市小・中学校体育連盟補助金交付要綱、第９５条の規定による改正前の

富士見市老人クラブ等補助金交付要綱、第９６条の規定による改正前の富士見市市

民人材バンク推進員の会補助金交付要綱、第９７条の規定による改正前の富士見市

地域連携学習支援事業補助金交付要綱、第９８条の規定による改正前の富士見市子

ども大学ふじみ開催事業補助金交付要綱、第９９条の規定による改正前の富士見市

人権教育推進事業補助金交付要綱、第１００条の規定による改正前の富士見市民大

学開設事業補助金交付要綱、第１０１条の規定による改正前の富士見市民文化祭開

催事業補助金交付要綱、第１０２条の規定による改正前の公益社団法人入間東部シ

ルバー人材センター補助金交付要綱、第１０３条の規定による改正前の富士見市共

同生活援助事業補助金交付要綱、第１０４条の規定による改正前の富士見市外国人

未払医療費対策事業補助金交付要綱、第１０５条の規定による改正前の富士見市商

店街活性化推進事業補助金交付要綱、第１０６条の規定による改正前の富士見市委

託外医療機関妊婦健康診査補助金交付要綱、第１０７条の規定による改正前の富士

見市身体障害者手帳診断書料補助金交付要綱、第１０８条の規定による改正前の富

士見市精神障害者保健福祉手帳診断書料補助金交付要綱、第１０９条の規定による

改正前の富士見市生活保護世帯水洗便所改造補助金交付要綱、第１１０条の規定に

よる改正前の富士見市民間保育所等運営改善事業補助金交付要綱、第１１１条の規

定による改正前の富士見市民間保育所等施設補修事業補助金交付要綱、第１１２条

の規定による改正前の富士見市民間保育所振興事業補助金交付要綱、第１１３条の

規定による改正前の富士見市休日保育事業補助金交付要綱、第１１４条の規定によ

る改正前の富士見市障害者自動車運転免許取得補助金交付要綱、第１１５条の規定

による改正前の富士見市障害者自動車改造事業補助金交付要綱、第１１６条の規定

による改正前の富士見市重度身体障害児・者居宅改善整備事業補助金交付要綱、第
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１１７条の規定による改正前の富士見市地域敬老事業補助金交付要綱、第１１８条

の規定による改正前の富士見市健康まつり開催事業補助金交付要綱、第１１９条の

規定による改正前の富士見市保育支援事業補助金交付要綱、第１２０条の規定によ

る改正前の富士見市地域子育て支援拠点事業補助金交付要綱、第１２１条の規定に

よる改正前の富士見市民間保育所等緊急整備事業補助金交付要綱、第１２２条の規

定による改正前の富士見市保育士等宿舎借り上げ支援事業補助金交付要綱、第１２

３条の規定による改正前の富士見市民間保育所等一時預かり事業補助金交付要綱、

第１２４条の規定による改正前の富士見市民間保育所等延長保育事業補助金交付要

綱、第１２５条の規定による改正前の富士見市病児・病後児保育事業補助金交付要

綱、第１２６条の規定による改正前の富士見市中小企業退職金共済契約等掛金補助

金交付要綱、第１２７条の規定による改正前の富士見市労働団体福祉活動事業補助

金交付要綱、第１２８条の規定による改正前の富士見市商店街等環境整備事業補助

金交付要綱、第１２９条の規定による改正前の富士見市商店街街路灯使用電気料金

補助金交付要綱、第１３０条の規定による改正前の富士見市地域介護・福祉空間整

備推進補助金交付要綱、第１３１条の規定による改正前の生産緑地法第１０条第２

項に規定する農林漁業に従事することを不可能にさせる故障の認定に係る手続に関

する要綱、第１３２条の規定による改正前の富士見市不妊検査・不育症検査補助金

交付要綱、第１３３条の規定による改正前の富士見市不妊治療補助金交付要綱、第

１３４条の規定による改正前の富士見市レスパイトケア促進事業補助金交付要綱、

第１３５条の規定による改正前の富士見市舞台芸術鑑賞会開催事業補助金交付要綱、

第１３６条の規定による改正前の富士見市民間保育所災害復旧事業補助金交付要綱、

第１３７条の規定による改正前の富士見市地域介護・福祉空間整備等施設整備補助

金交付要綱、第１３８条の規定による改正前の富士見市保育補助者雇上強化事業補

助金交付要綱、第１３９条の規定による改正前の富士見市開発行為等指導要綱、第

１４０条の規定による改正前の富士見市新春縄文マラソン開催事業補助金交付要綱、

第１４１条の規定による改正前の富士見市ひとり親家庭等子育て支援助成金支給要

綱、第１４２条の規定による改正前の富士見市野菜価格安定事業補助金交付要綱、

第１４３条の規定による改正前の富士見市認定農業者等チャレンジ支援事業補助金

交付要綱、第１４４条の規定による改正前の富士見市乳がん検診補助金交付要綱、
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第１４５条の規定による改正前の富士見市街頭防犯カメラ設置補助金交付要綱、第

１４６条の規定による改正前の富士見市私道寄附採納要綱、第１４７条の規定によ

る改正前の富士見市私立幼稚園特色のある幼児教育推進事業実施要綱、第１４８条

の規定による改正前の富士見市私立幼稚園特色のある幼児教育推進事業補助金交付

要綱、第１４９条の規定による改正前の富士見市次世代自動車購入促進補助金交付

要綱、第１５０条の規定による改正前の富士見市空家除却補助金交付要綱、第１５

１条の規定による改正前の富士見市空家利活用補助金交付要綱、第１５２条の規定

による改正前の富士見市空家バンク事業実施要綱、第１５３条の規定による改正前

の富士見市ブロック塀等撤去工事補助金交付要綱、第１５４条の規定による改正前

の富士見市訪問型在宅レスパイトケア事業補助金交付要綱、第１５５条の規定によ

る改正前の富士見市雨水貯留施設設置補助金交付要綱、第１５６条の規定による改

正前の富士見市地域猫活動推進事業補助金交付要綱、第１５７条の規定による改正

前の富士見市デマンドタクシー運行事業補助金交付要綱、第１５８条の規定による

改正前の富士見市認可外保育施設指導監督実施要綱、第１５９条の規定による改正

前の富士見市新制度未移行幼稚園による副食費の徴収に係る補足給付事業補助金交

付要綱、第１６０条の規定による改正前の富士見市私立幼稚園預かり保育事業補助

金交付要綱、第１６１条の規定による改正前の富士見市コミュニティ活性化事業補

助金交付要綱、第１６２条の規定による改正前の富士見市産後サービス事業実施要

綱、第１６３条の規定による改正前の富士見市特別の理由による任意予防接種補助

金交付要綱、第１６４条の規定による改正前の富士見市振り込め詐欺等対策機器購

入費補助金交付要綱、第１６５条の規定による改正前の富士見市英語検定試験検定

料補助金交付要綱、第１６６条の規定による改正前の富士見市成年後見人等に係る

報酬助成要綱、第１６７条の規定による改正前の富士見市隣地統合促進補助金交付

要綱、第１６８条の規定による改正前の富士見市セーフティ小口融資保証料補助金

交付要綱、第１６９条の規定による改正前の富士見市セーフティ小口融資利子補給

金交付要綱、第１７０条の規定による改正前の日登美杯少年少女レスリング大会開

催事業補助金交付要綱、第１７１条の規定による改正前の農バルプロジェクト事業

企画委員会補助金交付要綱、第１７２条の規定による改正前の富士見市内共通商品

券発行事業等補助金交付要綱、第１７３条の規定による改正前の富士見市立学校文



 

10/26 

化芸術振興事業補助金交付要綱、第１７４条の規定による改正前の富士見市禁煙外

来治療費補助金交付要綱及び第１７５条の規定による改正前の富士見市土地改良施

設維持管理適正化事業補助金交付要綱に規定する様式による用紙で、現に残存する

ものは、当分の間、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（令和５年６月２３日告示第２７８号） 

この告示は、令和５年６月３０日から施行し、この告示による改正後の別表の規定

は、令和５年４月１日から適用する。 

別表（第４条、第５条、第６条、第９条関係） 

（令５告示２７８・全改） 

用具名 対象者 基準額 耐用年

数 

性能等 

特殊寝台 下肢又は体幹に係る

障害程度が１級又は

２級の障害者等（原

則として学齢児以上

の者とする。） 

１５４，０００円 ８年 頭部及び脚部の傾斜角度

を個別に調整できる機能

を有するもの（訓練用ベ

ッドを含む。） 

特殊マッ

ト 

下肢又は体幹に係る

障害程度が１級で常

時介護を要する障害

者等（原則として３

歳以上の者とする。） 

１９，６００円 ５年 褥瘡
じょくそう

、失禁等による汚損

を防止できる機能を有す

るもの 

特殊尿器 下肢又は体幹に係る

障害程度が１級の者

で常時介護を要する

障害者等（原則とし

て学齢児以上の者と

する。） 

６７，０００円 ５年 尿が自動的に吸引される

もので、障害者等又は介

護者が容易に使用できる

もの 

入浴担架 下肢又は体幹に係る

障害程度が１級又は

８２，４００円 ５年 障害者等を担架に乗せた

ままリフト装置により入
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２級の者で入浴に介

護を要する障害者等

（原則として３歳以

上の者とする。） 

浴できるもの 

体位変換

器 

下肢又は体幹に係る

障害程度が１級又は

２級の者で下着交換

等に介護を要する障

害者等（原則として

学齢児以上の者とす

る。） 

１５，０００円 ５年 障害者等又は介護者が容

易に使用できるもの 

移動用リ

フト 

下肢又は体幹に係る

障害程度が１級又は

２級の障害者等（原

則として３歳以上の

者とする。） 

１５９，０００円 ４年 介護者が障害者等を移動

させるため容易に使用で

きるもの（天井走行型の

もの及び設置に当たり住

宅改修を伴うものを除

く。） 

訓練いす 下肢又は体幹に係る

障害程度が１級又は

２級の障害者等（原

則として３歳以上の

者とする。） 

３３，１００円 ５年 テーブルが付属されたも

の 

入浴補助

用具 

下肢又は体幹に障害

がある者で入浴に介

護を要するもの（原

則として３歳以上の

者とする。） 

９０，０００円 ８年 入浴時の移動、座位の保

持等を補助し、障害者等

又は介護者が容易に使用

できるもの（設置に当た

り工事を伴うものを除

く。） 

便器 下肢又は体幹に係る手すり付 ８年 障害者等が容易に使用で



 

12/26 

障害程度が１級又は

２級の障害者等（原

則として学齢児以上

の者とする。） 

９，８５０円 

手すりなし 

４，４５０円 

きるもので、手すりを付

けることができるもの

（取替えに当たり住宅改

修を伴うものを除く。） 

頭部保護

帽 

障害者等が、その障

害を原因としたてん

かん発作等により転

倒を繰り返すもの 

スポンジ及び革

を主材料とした

場合 

１２，７６８円 

スポンジ、革及び

プラスチックを

主材料とした場

合 

３０，８７０円 

３年 転倒の衝撃から頭部を保

護できるもの 

つえ 平衡機能、下肢又は

体幹に障害のある障

害児等でつえの使用

により歩行機能が補

完されるもの（原則

として学齢児以上の

者とする。） 

木製 

２，２６６円 

軽金属製 

３，０９０円 

３年 T字型又は棒状で、歩行機

能を補完するもの 

移動・移乗

支援用具 

平衡機能、下肢又は

体幹に障害のある障

害児等で家庭内の移

動に介助を必要とす

るもの（原則として

３歳以上の者とす

る。） 

６０，０００円 ８年 障害者等の身体状況を十

分踏まえたもので、必要

な強度と安定性を有し、

転倒予防、立ち上がり動

作の補助、段差解消等が

可能となる手すり、スロ

ープ等（設置に当たり住

宅改修を伴うものを除

く。） 
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特殊便器 上肢に係る障害程度

が１級又は２級の障

害児等（原則として

学齢児以上の者とす

る。） 

１５１，２００円 ８年 足踏ペダル等で温水及び

温風を出し得るもの（取

替えに当たり住宅改修を

伴うものを除く。） 

火災警報

器 

身体の障害程度が１

級又は２級の障害者

等（火災の感知及び

避難が著しく困難な

障害者等のみの世帯

又はこれに準ずる世

帯に限る。） 

１５，５００円 ８年 室内の火災を煙又は熱に

より感知し、音又は光に

よって屋外にも火災の発

生を知らせることができ

るもの（１世帯に２台を

限度とする。） 

自動消火

器 

身体の障害程度が１

級又は２級の障害者

等（火災の感知及び

避難が著しく困難な

障害者等のみの世帯

又はこれに準ずる世

帯に限る。） 

２８，７００円 ８年 室内温度の異常上昇又は

炎を感知し、自動的に消

化液を噴射することで初

期火災を消火できるもの 

電磁調理

器 

視覚に係る障害程度

が１級又は２級の障

害者等（視覚障害者

のみの世帯又はこれ

に準ずる世帯に限

る。） 

４１，０００円 ６年 障害者等が容易に使用で

きるもの 

歩行時間

延長信号

機用小型

送信機 

視覚に係る障害程度

が１級又は２級の障

害者等（原則として

学齢児以上の者とす

７，０００円 １０年 障害者等が容易に使用で

きるもの 
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る。） 

聴覚障害

者用屋内

信号装置 

聴覚に係る障害程度

が１級若しくは２級

の障害者等又は児童

福祉法第４条第１項

に規定する乳児を養

育している聴覚に障

害がある障害者等

（聴覚障害者のみの

世帯又はこれに準ず

る世帯に限る。） 

８７，４００円 １０年 音声を聴覚、触覚等によ

り認識できるもの 

視覚障害

者用音声

ICタグレ

コーダー 

視覚に係る障害程度

が１級又は２級の障

害者等（原則として

学齢児以上の者とす

る。） 

６０，０００円 ６年 ICタグに登録した音声の

情報を専用機により読み

上げる機能を有し、障害

者等が容易に使用できる

もの 

透析液加

温器 

腎臓に係る障害程度

が１級又は３級の者

で自己連続携行式腹

膜灌流法(CAPD)によ

る透析療法を行うも

の 

５１，５００円 ５年 透析液を加温し、一定温

度に保つもの 

ネブライ

ザー 

身体の障害程度が３

級以上で、この障害

由来により本用具が

必要になった障害者

等 

３６，０００円 ５年 障害者等が容易に使用で

きるもの 

電気式た

ん吸引器 

身体の障害程度が３

級以上で、この障害

５６，４００円 ５年 障害者等が容易に使用で

きるもの 
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由来により本用具が

必要になった障害者

等 

酸素ボン

ベ運搬車 

医療保険における在

宅酸素療法を行う障

害者等 

１７，０００円 １０年 障害者等が容易に使用で

きるもの 

視覚障害

者用体温

計（音声

式） 

視覚に係る障害程度

が１級又は２級の障

害者等（視覚障害者

のみの世帯又はこれ

に準ずる世帯に限

る。） 

９，０００円 ５年 障害者等が容易に使用で

きるもの 

視覚障害

者用体重

計 

視覚に係る障害程度

が１級又は２級の障

害者等（視覚障害者

のみの世帯又はこれ

に準ずる世帯に限

る。） 

１８，０００円 ５年 障害者等が容易に使用で

きるもの 

視覚障害

者用血圧

計 

視覚に係る障害程度

が１級又は２級の障

害者等（視覚障害者

のみの世帯又はこれ

に準ずる世帯に限

る。） 

９，７００円 ５年 障害者等が容易に使用で

きるもの 

動脈血中

酸素飽和

度測定器

（パルス

オキシメ

呼吸器機能障害が３

級以上又は同程度の

身体障害が原因で、

医師が必要と認める

障害者等 

１５７，０００円 ５年 人工呼吸器等により、呼

吸状態を継続的にモニタ

リングすることが可能な

機能を有するもの 

６０，０００円 障害者等が容易に使用で
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ーター） きるもの 

発動発電

機人工呼

吸器外部

バッテリ

ー 

身体の障害により在

宅で常時人工呼吸器

を使用する障害者等 

１００，０００円 ６年 介護者が容易に使用でき

るもの 

携帯用会

話補助装

置 

音声、言語又は肢体

の機能に障害があ

り、発声及び発語が

著しく困難な障害者

等 

９８，８００円 ５年 携帯式で言葉を音声又は

文章に変換する機能を有

し、障害者等が容易に使

用できるもの 

点字ディ

スプレイ 

視覚に係る障害程度

が１級又は２級の障

害者等（日常生活上、

本装置が必要と認め

られ、使用可能な障

害者等に限る。） 

３８３，５００円 ６年 コンピュータ画面の情報

を点字等により示すこと

ができるもの 

点字器 視覚に係る障害程度

が１級又は２級の障

害者等 

標準型 

(1)真ちゅう板製 

１０，７１２円 

(2)プラスチック

製 

６，７９８円 

７年 点筆を用いて点字を打つ

もの 

携帯用 

(1)アルミニュー

ム製 

７，４１６円 

(2)プラスチック

製 

５年 
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１，６９９円 

点字タイ

プライタ

ー 

視覚に係る障害程度

が１級又は２級の障

害者等で就労又は就

学しているもの（就

労が見込まれる者を

含む。） 

６３，１００円 ５年 障害者等が容易に使用で

きるもの 

視覚障害

者用ポー

タブルレ

コーダー 

視覚に係る障害程度

が１級又は２級の障

害者等（原則として

学齢児以上の者とす

る。） 

録音再生機 

８５，０００円 

再生専用機 

３５，０００円 

６年 音声等により操作ボタン

を覚知し、又は認識でき、

かつ、DAISY方式により録

音し、及び記録された図

書の再生が可能な製品で

あって、障害者等が容易

に使用できるもの 

視覚障害

者用活字

文書読上

げ装置 

視覚に係る障害程度

が１級又は２級の障

害者等（原則として

学齢児以上の者とす

る。） 

９９，８００円 ６年 文字情報と同一紙面に記

載された当該文字情報を

暗号化した情報を読み取

り、音声信号に変換して

出力する機能を有するも

の 

視覚障害

者用拡大

読書器 

視覚に障害がある者

で読書器により文字

等を読むことが可能

になるもの（原則と

して学齢児以上の者

とする。） 

１９８，０００円 ８年 画像入力装置を読みたい

ものの上に置くと拡大さ

れた画像及びモニターに

映し出せるもの（暗所視

支援眼鏡を含む。） 

点字図書 主に情報の入手を点

字によっている視覚

に障害がある障害者

点字図書価格 ― 点字により作成された図

書 
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等 

視覚障害

者用時計 

視覚に係る障害程度

が１級又は２級の障

害者等（音声式にあ

たっては、手指の感

触に障害等があるた

めに触読式では解読

が困難な者に限る。） 

触読式 

１０，３００円 

音声式 

１３，３００円 

１０年 障害者等が容易に使用で

きるもの 

聴覚障害

者用通信

装置 

聴覚又は発声及び発

語に著しい障害があ

り、コミュニケーシ

ョン、緊急連絡等の

ために本装置が必要

と認められる障害者

等（原則として学齢

児以上の者とする。） 

７１，０００円 ５年 一般の電話器に接続でき

るもので、文字等による

通信が可能な機器であっ

て障害者等が容易に使用

できるもの 

聴覚障害

者用情報

受信装置 

聴覚に障害がある者

で、本装置によりテ

レビの視聴が可能に

なるもの（原則とし

て学齢児以上の者と

する。） 

８８，９００円 ６年 字幕及び手話通訳付きの

聴覚障害者用番組並びに

テレビ番組に字幕及び手

話通訳の映像を合成した

ものを画面に出力する機

能を有し、かつ、災害時

の聴覚障害者向け緊急情

報等を受信するもの 

人工喉頭 喉頭を摘出したこと

により、音声機能を

喪失した障害者等 

笛式 

５，１５０円 

（気管カニュー

レ付きの場合は、

３，１００円増し

４年 音声機能を補完するもの 
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とする。） 

電動式 

７２，２０３円 

５年 

埋込型用

人工鼻 

音声言語機能障害又

はこれと同等程度の

障害と認められる障

害者等であって常時

埋込型の人工喉頭を

使用している者 

２３，１００円 ― HMEカセット、アドヒーシ

ブ及びその他の適用品目

であってそれぞれ障害者

等が容易に使用できるも

の 

地上デジ

タル放送

対応ラジ

オ 

視覚に係る障害程度

が１級又は２級の障

害者等 

２９，０００円 ６年 地上デジタル放送、災害

時の緊急放送を受信でき

るもので、障害者等が容

易に使用できるもの 

情報・通信

支援用具 

視覚障害２級以上又

は上肢障害２級以上

の障害者等（パーソ

ナルコンピュータの

使用により社会参加

が見込まれる者に限

る。） 

１００，０００円 ― パーソナルコンピュータ

等を使用する際に必要な

周辺機器やソフトウエア

（視覚障害者用ワープロ

ソフト、アプリケーショ

ンソフト、画面拡大ソフ

ト、画面音声化ソフト、

インテリキー、ジョイス

テック等） 

ストマ装

具（ストマ

用品、洗腸

用具） 

腹部に人工肛門を増

設した障害者等 

８，８５８円 ― 蓄便袋 

腹部に人工膀胱を増

設した障害者等 

１１，６３９円 ― 蓄尿袋 

紙おむつ

等 

①から④のいずれか

に該当する障害者等

（①から③は原則と

１２，０００円 ― 紙おむつ、サラシ、ガー

ゼ、脱脂綿 
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して３歳以上の者と

する。④は原則とし

て１８歳以上の者と

する。） 

①ストマの著しい変

形又はストマ周辺の

著しい皮膚のびらん

等によりストマ用装

具の使用が困難な障

害者等 

②先天性疾患（先天

性鎖肛を除く。）に

起因する神経障害に

よる高度の排尿機能

障害又は排便機能障

害がある障害者等 

③脳性麻痺等脳原性

運動機能障害によ

り、排尿又は排便の

意思表示が困難な障

害者等 

④常時失禁状態にあ

り、紙おむつを必要

とする最重度の知的

障害がある者で、排

尿又は排便の意思表

示が困難かつトイレ

誘導等の対応におい

て効果がないもの 
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収尿器 排尿障害（特に失禁

のある場合）により、

収尿器を必要とする

障害者等 

男性用普通型 

７，９３１円 

男性用簡易型 

５，８７１円 

女性用普通型 

８，７５５円 

女性用簡易型 

６，０７７円 

１年 排尿機能を補完するもの 

居宅生活

動作補助

用具 

下肢、体幹又は乳幼

児期以前の非進行性

の脳病変による運動

機能（移動機能に限

る。）に係る障害程

度が３級以上の者 

２００，０００円 ― 障害者の居宅生活を円滑

にする用具で、設置に小

規模な改修工事を伴うも

の 

携帯用信

号装置 

聴覚又は音声、言語

機能障害の程度が３

級以上の障害者等

（原則として学齢期

以上の者とする。気

管切開し、人工呼吸

器を装着しており、

発声不能で呼吸筋が

麻痺している呼吸器

機能障害を有する者

も含む。） 

２０，２００円 ５年 送信機による合図が、視

覚、触覚等により知覚で

きるもの 

視覚障害

者用誘導

装置 

視覚に係る障害程度

が１級又は２級で、

音声による誘導を必

要とする障害者等 

５６，０００円 １０年 音声による目的物（位置）

等の確認が可能となるも

の又は超音波等により障

害物までの距離を測り振
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動するもの 

車いす用

段差昇降

機 

常時車いすを使用す

る障害者等 

２６０，０００円 １５年 地面と屋内床面の高低差

が１m程度の場合で、車い

すに乗ったままの状態

で、昇降が可能なもの 

人工内耳

用電池 

人工内耳を装用して

いる障害者等（電池

式） 

２，５００円 １月 人工内耳用として使用す

る者（充電池及び充電器

との併用はできないもの

とする。） 

人工内耳を装用して

いる障害者等（充電

池、充電器） 

３０，０００円 ３年 人工内耳用として使用す

る者（電池式との併用は

できないものとする。） 
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様式第１号（第７条関係） 

（平２５告示１０３・令４告示１１９・一部改正） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

（令４告示１１９・一部改正） 

 


